
民20％を目安として配付していただいた。
（注２）正組合員世帯とは，回答者本人が正組合員
であるか，回答者の同居家族に正組合員がいる
世帯である。正組合員世帯には同居家族に正組
合員がいるため組合員に加入していない回答者
は，みなし組合員となる。

（注３）次世代の意識や共済事業を中心とする農協
事業利用に関する先行研究としては，今村貞尭
（1996）や渡辺靖仁（1998）がある。両者とも，
20～49歳を対象に実施したアンケートを基に分
析を行っているが，前者では正組合員と准組合
員，後者では農家を対象としている。

（１） 農協組合員への加入状況

第１図は，正組合員世帯における農協組

合員への加入状況について，回答者の収入

が最も多い職業が農業である回答者とそれ

以外の回答者とに分けて示したものであ

る。例えば，兼業農家の回答者で，フルタ

イムの勤めに従事する一方で，休日等に農

業に従事し，農産物を販売している回答者

において，農業による収入が最も多い場合

には「農業を職業とする回答者」になり，

勤め先の収入が最も多い場合には「農業を

職業としない回答者」になる。なお，農業

を職業としていない回答者の職業には無職

（学生を含む）が含まれている。
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JAグループにとって次世代対策は重要

な課題となっている。JA全国大会決議を

みると，第21回大会では食料・農業・農村

の諸問題解決のため，また第24回大会では

農協の組織・事業基盤の強化の観点から，

次世代との共生を掲げている。とくに第24

回大会では，農業後継者対策や共済事業の

事業基盤の維持・拡大に向けた対応の１つ

として次世代層への対策の強化に取り組む

こととしている。

2008年度に当総研がJA全中と共同で実

施した「JAの利用等に関するアンケート」

では，正組合員の次世代を１つのターゲッ

トとした。
（注１）

本稿では，アンケート調査結果

を用いて，正組合員世帯の次世代や次々世

代に注目して，農協との接点や事業利用状

況を紹介することにしたい。
（注２）

なお，本稿では，40～59歳を次世代，そ

れより若い18～39歳を次々世代として，団

塊世代を含む60歳代や昭和一けた世代を含

む70歳以上と比較している。
（注３）

（注１）今回，農協職員の方の協力を得てアンケー
ト調査票の配付を行ったが，その際，全体を
100％として，正組合員20％，正組合員の同居次
世代20％，准組合員40％，組合員以外の地域住

正組合員世帯の次世代・次々世代における

農協との接点と事業利用

主事研究員　尾高恵美

はじめに

１　次世代・次々世代と農協

との組織面でのかかわり
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ａ 農業を職業としている次世代と次々世代

農業を職業としている回答者のうち，正

組合員資格を有している割合は，70歳以上

では99.0％，60～69歳では96.6％，次世代

（40～59歳）でも94.1％と大半が正組合員で

あるものの，次々世代（18～39歳）の場合

には52.6％と半数強にと

どまっている。ちなみに，

次々世代を18～29歳と30

～39歳とに分けて正組合

員への加入割合をみて

も，前者で31.6％，後者

でも59.6％にすぎない。

次々世代では，准組合員

に加入している割合は１

割にすぎず，４割近くの

36.8％は組合員に加入し

ていない状態にある。

農林金融2009・7
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ｂ　農業を職業としていない次世代と

次々世代

一方，正組合員世帯で農業を職業と

していない次世代や次々世代では，正

組合員に加入している割合はさらに低

くなる。70歳以上では94.6％，60～69

歳では86.4％であるものの，次世代では

62.1％，次々世代では27.1％にすぎない。

農業を職業としていない次々世代は，

25.7％が准組合員となっているが，組

合員に加入していない割合も47.1％と

半数近くを占めている。

（２） 農協組合員組織への加入状況

ａ 農業を職業としている次世代と次々世代

次に，農協の組合員組織への加入状況を

第１表に示した。回答者が農業を職業とし

ている場合には，次世代の７割は生産部会

や施設利用部会等の「営農関連部会」に加

資料　ＪＡ全中・農林中金総合研究所「２００８年度ＪＡの利用等に関す
るアンケート」調査結果（以下同じ） 

１００ 
（％） 

８０ 

６０ 

４０ 

２０ 

０ 
１８～ 
３９歳 
（ｎ＝７６） 

４０～ 
５９ 

（ｎ＝１８７） 

６０～ 
６９ 

（ｎ＝１４９） 

７０歳 
以上 

（ｎ＝１０３） 

１８～ 
３９歳 
（ｎ＝７０） 

４０～ 
５９ 

（ｎ＝２９８） 

６０～ 
６９ 

（ｎ＝１９１） 

７０歳 
以上 

（ｎ＝１３０） 

第1図　正組合員世帯における職業別・年齢別の 
農協組合員資格の状況　　 　 

准組合員 
正組合員 

組合員ではない 

〈農業を職業とする回答者〉 〈農業を職業としない回答者〉 

３６．８ 

１０．５ 

５２．６ 

２．１ 
３．７ 

９４．１ 

４７．１ 

２５．７ 

２７．１ 

６２．１ 

１３．８ 

２４．２ 
８．９ 
４．７ 

８６．４ ９４．６ 

４．６ 
０．８ 

０．７ 
２．７ 

９６．６ 

１．０ 

９９．０ 

０．０ 

（単位　人，％）

正組合員世帯 

１８～３９歳 
４０～５９ 
６０～６９ 
７０歳以上 

１８～３９歳 
４０～５９ 
６０～６９ 
７０歳以上 

農業を 
職業と 
する 
回答者 

（注）１　職業や年齢に回答していない回答者がいるため, 正組合員世帯合計と内訳の合計
は一致しない。             
２　　　色網掛けは合計より５ポイント以上高いことを示す。 

第1表　正組合員世帯の農協の組合員組織への加入状況 
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図に示した。職員訪問の中には，一斉訪問

や，金融渉外員や営農渉外員等による渉外

活動を通じたものも含まれている。

正組合員世帯の農業を職業としている回

答者では，「１か月に１回以上」訪問を受

けている割合は70歳以上では77.7％，60～

69歳では65.6％，次世代（40～59歳）では

60.1％と若年層ほど低くなり，次々世代

（18～39歳）では44.6％と50％を下回ってい

る。反対に，次々世代では「ほとんど来な

い」と「全く来ない」の割合の合計が

47.3％となっている。

また，図には示していないが，最も相談

しやすい農協職員はどのような職員かとい

う設問の結果をみても，正組合員世帯で農

業を職業としている回答者では，「営農指

導員」の回答割合が最も高いものの，「相

談しやすい職員はいない」との回答割合が，

次世代で11.0％，次々世代で14.3％と１割

程度を占めている。次世代や次々世代への

入し，６割弱は「集落組織」に加

入している。

一方，次々世代では，70.3％は

「農協青年部」に加入しているが，

「集落組織」や「営農関連部会」へ

の加入率は35％前後である。農協

への意思反映の主要なルートとし

ての役割を果たしている集落組織

への加入は一部にとどまっている。

ｂ　農業を職業としていない

次世代と次々世代

一方，農業を職業としていない

次世代や次々世代では，農協の組合員組織

への加入率はさらに低くなる。「集落組織」

に加入している割合は，次世代で19.9％，

次々世代で10.4％，「農協青年部」に加入

している割合は次世代で4.5％，次々世代

でも13.4％にとどまっている。一方で，

「今まで加入したことはない」という割合

は，次世代では45 . 5％，次々世代では

68.7％を占めている。農業を職業としてい

ない次世代や次々世代は，組合員資格の面

でも組織活動の面でも農協とのつながりを

もたない場合が少なくないことがうかがえ

る。

（１） 農協職員との接点

次に，農協職員との接点をみてみたい。

農協職員による回答者への訪問頻度を第２

２　次世代・次々世代と農協職員

との接点と農協への信頼

１００ 
（％） 

８０ 

６０ 

４０ 

２０ 

０ 
１８～ 
３９歳 

４０～ 
５９ 

６０～ 
６９ 

７０歳 
以上 

１８～ 
３９歳 

４０～ 
５９ 

６０～ 
６９ 

７０歳 
以上 

第2図　正組合員世帯における職員の訪問頻度と信頼感 

農協職員はほとんど来ないか全く来ない割合 
農協全体について「信頼できる」と回答した割合（斜体） 

１か月に１回以上農協職員の訪問を受けている割合 

〈農業を職業とする回答者〉 〈農業を職業としない回答者〉 

３１．５ 

３９．３ 

５１．４ 

６０．２ 

６５．９ 

５５．５ 

３７．０ 

４５．３ ４７．３ ４４．６ 

２７．３ 

６０．１ 

２４．１ 

６５．６ 

１４．９ 

７７．７ 

４７．９ 

６８．４ 

７８．１ 

７６．４ ７０．４ 

４７．８ 
４４．９ 

４８．３ ４５．７ ４８．６ 

３０．３ 

６５．１ 

１５．７ 

７９．５ 

１１．９ 

８４．１ 
農協職員について「信頼できる」と回答した割合（  〃  ） 



職員による訪問が手薄になっていることを

反映していると考えられる。

一方，正組合員世帯の農業を職業として

いない回答者では，農業を職業としている

回答者に比べて１か月に１回以上訪問を受

けている割合は４～14ポイント高いが，高

齢層ほど高く，若年層ほど低いという傾向

は，農業を職業としている回答者と共通し

ている。

（２） 農協や職員への信頼感

このような職員とのかかわりは，次世代

や次々世代の農協への印象にどのように影

響しているのであろうか。第２図には，農

協全体および農協職員への印象として「信

頼できる」と回答した割合も示してあるが，

１か月に１回以上と定期的に農協職員の訪

問を受けている割合とほぼ同様の傾向がみ

られる。すなわち，農協全体や職員への信

頼感は，同じ正組合員世帯でも，農業を職

業としている回答者より，農業を職業とし

ていない回答者の方が肯定的回答の割合が

高い。また高齢層ほど肯定的回答の割合が

高く，次世代や次々世代では，その親の世

代に比べて農協に対して肯定的回答の割合

は低くなっている。

正組合員世帯の18～59歳（次世代と次々

世代の合計）について，より詳細な訪問頻

度別に農協職員への印象として「信頼でき

る」と回答した割合をみると，「週に１回

以上」では79.6％，「１か月に２～３回」で

は59.3％，「１か月に１回」では51.8％，「２

か月に１回」では28.3％，「ほとんど来な
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い」では26.2％，「全く来ない」では15.0％

と，農協職員の訪問頻度が高いほど職員へ

の信頼感が高くなっている。なお，農協全

体への信頼感についても，これとほぼ同様

の傾向がみられる。

上記１と２において，次世代および次々

世代の農協との組織面や人的な接点をみた

が，次に農協事業の利用状況についてみて

みたい。

（１） 農協事業利用の範囲と深度

信用，共済，営農指導，農産物販売，ガ

ソリンスタンド，葬祭サービスといったさ

まざまな事業を営むという総合事業性は，

組合員や地域住民から最も評価されている

農協の特徴である（本巻斉藤論文「組合

員・地域住民の意識にみる農協の組合員制度

の方向性」19ページを参照）。多岐にわたる

事業を，「農業部門」「信用・共済部門」

「生活部門」の３部門に括り，３部門とも

利用している割合を第３図に示した。

「農業部門」「信用・共済部門」「生活部

門」を構成する諸事業のうち，各部門で

「それぞれ１事業以上利用している割合」

は，正組合員世帯の次世代（40～59歳）で

は91.8％，次々世代（18～39歳）では91.5％

であり，その親の世代である70歳以上の

80.9％，60～69歳の90.2％に比べて高い。

次世代も次々世代も，幅広い部門の農協事

３　農業を職業とする次世代と

次々世代の農協事業利用
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業を利用しているといえる。

さらに，正組合員世帯の次世代と次々世

代の利用において，農協がメインとなって

いるかどうかをみてみたい。第３図には，

「農産物販売」「預貯金預入」「生命共済・

生命保険加入」のいずれも農協をメインと

している割合を示してある。次世代とその

親世代である70歳以上ではともに65.0％，

60～69歳では61.3％だが，次々世代では

46.7％と５割を下回っている。利用してい

る割合に対してメインとしている割合が低

いことは，次々世代では，農協を選択肢の

１つとして利用する回答者が少なくないこ

とを示している。

渡辺（1998）は，「組合員次世代の心理

的な面におけるJA依存度の低さと経営に

対する自主独立性の高さ」を指摘している。

農協を選択肢の１つとして利用している心

理的背景には農協への依存度の低さがある

と考えられる。

（２） 農協との接点・農協観と事業利用

との関係

前述のように，次世代では65.0％，次々

世代で46.7％が，「農産物販売」「預貯金預

入」「生命共済・生命保険加入」の３事業

において農協をメインとして利用してい

る。それでは，次世代や次々世代において，

農協をメインとすることは，どのような要

因に規定されているのだろうか。

正組合員世帯で農業を職業としている次

世代と次々世代の合計について，「農産物

販売」「預貯金預入」「生命共済・生命保険

加入」の３事業とも農協がメインであるこ

とを被説明変数とし，「農協の今後の方向

への関心」「回答者の組合員資格」「農協全

般への信頼感」「JA共済の利用満足度」を

説明変数として，数量化理論Ⅱ類による分

析を行った。なお，事業利用満足度につい

ては，「預貯金預入」や「農産物販売」の

利用満足度より当てはまりがよい「JA共

済の利用満足度」を用いた。

数量化理論Ⅱ類は，説明変数と被説明変

数の両方が質的データである場合に，説明

変数の被説明変数への影響度を明らかにす

るための手法である。

カテゴリ（選択肢）に付与される数量が

プラスの値を示す場合には３事業のいずれ

も農協がメインであるグループへの判別に

１００ 
（％） 

８０ 

６０ 

４０ 

２０ 

０ 
１８～３９歳 ４０～５９ ６０～６９ ７０歳以上 

第3図　正組合員世帯で農業を職業としている 
　回答者の農協事業利用の組合せ 

農産物販売と預貯金預入と生命共済・保険加入の 
いずれも農協がメインの割合 

農業部門と信用・共済部門と生活部門をそれぞれ 
１事業以上利用している割合 

９１．５ 

４６．７ 

９１．８ 

６５．０ 

９０．２ 

６１．３ 

８０．９ 

６５．０ 

（注）１　農業部門, 信用・共済部門, 生活部門は以下のように 
　　　分類した。         
　　　 ・農業部門･･･営農指導, 農業資材の購入, 農産物販 

売の委託, 農業関連施設の利用, 新規就農の支援,  
農業経営の委託        

　　　 ・信用・共済部門･･･貯金, ローンの借入, 給与・年金の 
振込, ＪＡ共済加入        

　　　 ・生活部門･･･ガソリンスタンド, ＬＰガス, 農機・自動車 
の購入・修理, 食料品・生活用品の購入, 直売所での 
農産物の購入, 葬祭サービス        

２　農協をメインとしている場合については以下のとおり。 
　　　 ・農産物販売･･･販売額が最多の出荷先が農協 
　　　 ・預貯金預入･･･預入額が最多の金融機関が農協 
　　　 ・生命共済・保険･･･契約件数が最多の団体が農協 
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寄与することになり，カテゴリに付与され

る数量が大きいほど，３事業のいずれも農

協がメインであることへの影響が強いこと

を示している。反対に，マイナスの値の場

合にはそれ以外のグループへの判別に寄与

することになる。

レンジ（範囲）は，カテゴリに付与され

る数量の最大値から最小値を減じたもので

ある。レンジの値が大きいほど，「農産物

販売」「預貯金預入」「生命共済・生命保険

加入」の３事業とも農協がメインであるか

否かに対する影響が強いことを示してい

る。

分析結果を第２表に示した。レンジが最

も大きい項目は，「農協の今後の方向への

関心」の3.2314である。カテゴリに付与さ

れる数量は，「関心がある」では0.2413，

「どちらともいえない」では△0.3909，「関

心はない」では△2.9901であり，農協の今

後の方向に関心があることが，３事業とも

農協をメインとして利用することに大きく

影響していることを示している。

２番目にレンジが大きい項目は「回答者

の組合員資格」の2.5606である。回答者の

組合員資格のカテゴリに付与される数量

は，「正組合員である」では0.1093，「准組

合員である」では△0.9217，「組合員では

ない」では△2.4513となっている。次世代

と次々世代において，正組合員に加入して

いることが，「農産物販売」「預貯金預入」

「生命共済・生命保険加入」の３事業とも

農協をメインとすることに影響しているこ

とを示している。

３番目にレンジが大きい項目は「農協全

般への信頼感」で，2.1551である。カテゴ

リに付与される数量は「信頼できる」では

0.2729，「どちらともいえない」では0.0291，

「信頼できない」では△1.8822であり，農

協への信頼感も，事業利用に影響してい

る。

前述したように，正組合員世帯の農業を

職業としている次々世代において正組合員

資格を有している割合は52.6％と約半数に

過ぎない。次世代や次々世代にとって農協

がメインとなるためには，各事業の利用満

足度に加えて，農協への関心や信頼感を高

めたり，正組合員への加入を促進すること

が重要であるといえよう。

農協の今後 
の方向への 
関心 

回答者の 
組合員資格 

農協全般へ 
の信頼感 

ＪＡ共済の 
利用満足度 

関心がある 

どちらともいえない 

関心はない 

正組合員である 

准組合員である 

組合員ではない 

信頼できる 

どちらともいえない 

信頼できない 

満足している 

どちらともいえない 

満足していない 

（注）１　関東地方と近畿地方の特定市の農協を除く。 
２　相関の高い項目は排除した。 

第2表　正組合員世帯の農業を職業とする 
１８～５９歳の回答者において農産物販売,  
預貯金預入, 生命共済・生命保険加入の 
３事業とも農協をメインとすることを規定 
している要因 
（数量化理論Ⅱ類による分析結果） 

０．２４１３ 

△０．３９０９ 

△２．９９０１ 

０．１０９３ 

△０．９２１７ 

△２．４５１３ 

０．２７２９ 

０．０２９１ 

△１．８８２２ 

０．２０１７ 

０．０５２０ 

△０．９５８８ 

７７．８ 

 

３．２３１４ 

 

 

２．５６０６ 

 

 

２．１５５１ 

 

 

１．１６０５ 

 

 判別的中率（％） 

カテゴリに 
付与される 
数量 

レンジ カテゴリ 



農林金融2009・7

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。

（１） 農協事業利用の範囲と深度

正組合員世帯で農業を職業としていない

回答者について，農業部門を除いた利用状

況を示したものが第４図である。「信用・

共済部門」と「生活部門」を構成する諸事

業のうち，「それぞれ１事業以上利用して

いる割合」をみると，70歳以上では90.2％，

60～69歳では87.7％，次世代（40～59歳）

では85.5％だが，次々世代（18～39歳）で

は67.8％と低くなる。

前述したように農業を職業としている次

世代や次々世代では農協を幅広く利用して

いることに比べると，農業を職業としない

場合には総合的に利用している割合は低く

なっている。

第４図には「預貯金預入」と「生命共

済・生命保険加入」の２事業とも農協がメ

インの取引先である割合を示してある。

次々世代では56.1％と，70歳以上の53.4％

や60～69歳の47.6％に比べて高い。これは，

上の世代に比べて，次々世代では生命共済

において農協をメインとしている割合が高

いことによる。

（２） 農協との接点・農協観と事業利用

との関係

２事業とも農協をメインとしていること

を規定する要因について，前述３（２）と同

様に，正組合員世帯の農業を職業としてい

ない次世代（40～59歳）と次々世代（18～

39歳）の合計について，「預貯金預入」と

「生命共済・生命保険加入」ともに農協が

メインであることを被説明変数とし，「農

協職員への信頼感」「農協全般の品揃え」

「回答者の組合員資格」，農協の特徴のうち

よいと思う点について「地域に根ざした組

織」の回答状況を説明変数として，数量化

理論Ⅱ類による分析を行った（第３表）。

レンジが最も大きい項目は「農協職員へ

の信頼感」で，1.9286である。カテゴリに

付与される数量は，「信頼できる」では

0 . 5 4 2 5，「どちらともいえない」では

△0.2412，「信頼できない」では△1.3861で

あり，農協職員への信頼感が農協をメイン

とすることに大きく影響していることを示

している。農業を職業としない次世代・

次々世代の場合には，農協全体への信頼感

を変数とするよりも，農協職員への信頼感

の当てはまりがよかった。前述したように

農業を職業としていない次世代や次々世代

の場合，正組合員や組合員組織に加入して
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１００ 
（％） 

８０ 

６０ 

４０ 

２０ 

０ 
１８～３９歳 ４０～５９ ６０～６９ ７０歳以上 

第4図　正組合員世帯で農業を職業としていない 
　回答者の農協事業利用の組合せ　 

預貯金預入と生命共済・保険加入のいずれも農協 
がメインの割合 

信用・共済部門と生活部門をそれぞれ１事業以上 
利用している割合 

６７．８ 

５６．１ 

８５．５ 

３９．３ 

８７．７ 

４７．６ 

９０．２ 

５３．４ 

（注）各部門の括りは第３図に同じ。 

４　農業を職業としていない次世

代と次々世代の農協事業利用



いる割合は５割前後であり，組合員組織へ

の加入率も低く，組織面でのかかわりの薄

い回答者が多い。農協職員への信頼感の当

てはまりがよい一因として，農協とのかか

わりが職員を通じた事業利用中心であるこ

とが影響しているとみられる。

２番目にレンジが大きい項目は「農協全

般の品揃え」の1.8465である。回答者の組

合員資格のカテゴリに付与される数量は，

「十分」では1.2117，「どちらともいえない」

では△0.0984，「不十分」では△0.6348とな

っている。

３番目にレンジが大きい項目は，「回答

者の組合員資格」の1.2851である。カテゴ

リに付与される数量は，「正組合員である」

では0.1007，「准組合員である」では0.5587，
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「組合員ではない」では△0.7264であり，

組合員への加入，とくに准組合員への加入

は，２事業とも農協をメインとして利用す

ることに影響していることを示している。

本稿では，組合員・地域住民に対する

「JAの利用等に関するアンケート」調査結

果について，正組合員世帯の次世代と次々

世代の農協との接点や事業利用の状況につ

いて紹介した。農業を職業とする回答者と，

農業を職業としない回答者の共通点と相違

点を整理して，まとめにかえたい。

第１に，共通点として，とくに次々世代

では，農協との組織面でのかかわりが親の

世代に比べて薄い回答者が少なくないこと

である。正組合員世帯であっても，回答者

本人が組合員に加入していない割合は，農

業を職業としている次々世代で36.8％，農

業を職業としていない次々世代では47.1％

を占めている。一方で，回答者本人が組合

員に加入することは次世代と次々世代が複

数の事業で農協をメインの取引先として利

用することにプラスに作用している。一戸

複数組合員制の徹底等による組合員加入促

進は，組織基盤の強化だけでなく事業推進

の観点からも重要といえる。

第２に，農協全体ないし農協職員への信

頼感が複数の事業で農協をメインとして利

用することに影響していることである。と

くに農業を職業としていない次世代や次々

世代の場合には，組合員や組合員組織への
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まとめにかえて

第3表　正組合員世帯の農業を職業としない 
１８～５９歳の回答者において預貯金預入 
と生命共済・生命保険加入の２事業とも 
農協をメインとすることを規定している 
要因（数量化理論Ⅱ類による分析結果） 

農協職員へ 
の信頼感 

農協全般の 
品揃え 

回答者の 
組合員資格 

農協の特徴 
のうちよい 
と思う点： 
「地域に根ざ 
した組織」 

信頼できる 

どちらともいえない 

信頼できない 

十分 

どちらともいえない 

不十分 

正組合員である 

准組合員である 

組合員ではない 

回答 

非回答 

（注）　第２表に同じ。 

０．５４２５ 

△０．２４１２ 

△１．３８６１ 

１．２１１７ 

０．０９８４ 

△０．６３４８ 

０．１００７ 

０．５５８７ 

△０．７２６４ 

６２．８ 

０．２９９４ 

△０．１６０４ 

 

１．９２８６ 

 

 

１．８４６５ 

 

 

１．２８５１ 

 

 

０．４５９８ 

 

判別的中率（％） 

カテゴリに 
付与される 
数量 

レンジ カテゴリ 
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加入率が低く，農協との接点は事業利用が

中心である。このため，事業利用で接する

農協職員に対する信頼感の影響が大きい。

農協への信頼感をさらに高めるには，職員

を通じた接点をいかに強化するかが１つの

課題となろう。

一方，相違点としては，農業を職業とし

ている次世代・次々世代の場合には今後の

農協の方向への関心の有無が農協をメイン

として利用することに大きく影響している

のに対して，農業を職業としない場合は農

協全般の品揃えに代表される利便性が影響

している。事業面で次世代や次々世代への

対策を行う際にはこの点も考慮する必要が

あろう。
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